















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































正味実現可能価額（net　realizable　value） ○ ○ ○
現在価値（present　value）
g用価値（value　in　use） ○
○ ○
企業にとっての価値（value　to　the　business）
?
（◎＝基本となる測定基礎　○＝用いられうる測定基礎）
方を含み，適当な割引率で割り引かれたもの）の3つである。結合して用いられると，これらの現
在価額は負債に適用しうる企業にとっての価値概念と同等のものを提供することになる。これは
「解放価値（relief　value）」として知られているものである。（par．29）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－39一
　解放価値とは，もし企業実体が負債から解放された場合，その企業実体が得られるであろう便益
の最大値である。解放価値は取替負債と解放原価のいずれか高い方であると定義される。解放原価
とは，再購入価額と将来返済額の現在価額のいずれか低い方である。この原則は図3－2のように
示される。（par．30）
　資産及び負債の評価に適用する企業にとっての価値概念は資産のそれと負債のそれとでは表3－
3のように対応している。
　ここまで見てきたように，SoP　5章では貸借対照表の各項目が首尾一貫した測定基礎で測定され
るべきであり，資産及び負債ともに「企業にとっての価値」を適用するのが望ましいとしていると
ころが特徴的である。これに対して，FASBの「概念報告書」やIASの「財務諸表の作成表示に関
する枠組」は現行の会計実務において用いられている測定属性を列挙しているだけにすぎない。概
念的枠組に関するその他の章ではさほど重要な差がなかったのに対して，後発組のイギリスのSoP
は測定について掘り下げて検討しているのがFASBやIASのそれと比べて特徴的である。参考まで
にイギリス，アメリカ、IASの測定基礎の比較表（表3－4）を示しておく。
N．財務諸表における測定の問題（2）～損益計算書における測定
　前章において，Sop　5章では資産及び負債の測定には「企業にとっての価値」を適用するのが望
ましいことが指摘された。これによれば，資産及び負債の貸借対照表項目はすべて同じ測定基礎で
測定されることになるので，資産と負債の差額として求められる資本も異質な測定価額になってし
まうという問題から解放されるということになる。
　このことは最終的には損益計算書における測定の問題，つまり利得及び損失の測定にも影響を及
ぼすことになる。つまり，同一の測定基礎で測定されれば，その結果として求められた利得及び損
失も異質な測定価額になってしまうという問題で悩まなくて済むのである。しかし，利得及び損失
の測定にあたっては，その他にどの資本維持の概念をとるかによって大きく影響を受けることにな
る。そこで，本章でば，Sop　5章のうちpar．39からpar．58の部分を取り上げ，利得および損失の
測定の問題にいて，資本維持概念との関連で検討する予定である。
　さて，利得及び損失の測定について論じる前に，その測定の対象となる利得及び損失の範囲を限
定する必要があるだろう。このことは認識の問題である。Sop　4章「財務諸表における認識」で，
「認識とは企業実体の資産あるいは負債の測定可能な変動があったと過去の事実が示した場合に行
われる（SoP　4，par．4）」と書かれている。さらに，「広範に認識された利得及び損失は取引かそ
の他の事象のいずれかから生じるとしている（SoP　4，par．15）」と述べて，認識されるべき利得
及び損失を以下のように定義している。（par．4）
　　　　　　　　　　　総認識損益（Total　recognized　gains　and　losses）
　　　　　　　　　　　　　　　＝損益＋その他の利得及び損失
　「総認識損益」と「損益」の両方を測定する場合，その中心的な問題は期首純資産と期末純資産
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を比較するのに適した方法で期首純資産をどう評価するかという問題であるか，ないしは収益に対
応する費消した資産をどう測定するかという問題である。それゆえ，採用される資本維持概念が
「総認識損益」と「損益」の両方の金額と意味とを決定するのである。（par．40）
　また，総認識損益はもちろん，資本が維持された後でのみ，測定することができる（par．6）。と
いうことは，この総認識損益の測定にあたって，どの資本維持概念をとるかによって，総認識損益
は大きく影響を受けることになる。そこで，Sop　5章で紹介されている各資本維持概念について見
ていくことにする。
　ここでは基本的な資本維持概念は3つ紹介されている。それは，名目貨幣資本維持（Nominal
money　capital　maintenance），安定貨幣資本（現在購買力資本）維持（Constant　money　capital
maintenace，　or　Current　Purchasing　Power　capital　maintenance），物的資本維持（Physical　ca－
pital　maintenance）の3つである。
a）名目貨幣資本維持
　名目的な貨幣単位は，資本維持の諸概念のうちでもっとも単純で直感的に認識できる概念である
といえる。「総認識損益」を算定する場合，期中の資本増減を考慮した後，期末名目貨幣資本から
期首名目貨幣資本を単に引き算するだけで求められる。また，「損益」を算定する場合，売上をあ
げるのに費消した資産の元始名目貨幣価額（取得原価）が，その資産の販売によって得られた収益
から引き算することによって求められる。（par．45）
　しかしながら，取得原価主義会計はいくつかの資産が再評価されるので，必ずしも純粋な形で実
際に行われているわけではない。その場合，一部の利得ないし損失は損益勘定から除外され，剰余
金勘定に直接，貸記（ないし借記）されるのである。例えば，固定資産を時価に再評価した際に生
じる未実現利得は剰余金勘定に直接転記される。したがって，利益の認識を重要視している現行の
法及び実務を反映している損益勘定は独立してその会計期間の名目貨幣資本の増加を測定するもの
ではない。しかし，総認識損益計算書は，剰余金の変動額を表示することで名目貨幣資本を維持し
た後の利得の合計額を示すようになっている。（par．46）
　また，名目貨幣資本維持概念が抱える潜在的で重大な欠点は物価変動の影響を取り入れないとい
うことであるが，最終的に物価変動の影響を反映する測定基礎と結び付けることも可能なので，そ
の他の資本維持概念の利用を妨げないという特徴もある。（par．56）
b）現在購買力資本（安定貨幣資本）維持
　現在購買力資本維持ないし安定貨幣資本維持は，認識された利得及び損失の合計を測定するにあ
たり，すべてに共通した同一購買力単位になるように，期首の純資産を一般物価指数を用いて評価
替し，それをもって維持すべき資本とする概念である。（par．48）
　この概念を基礎とする現在購買力会計で，再評価されないであろう期末貸借対照表の唯一の要素
は，貨幣単位そのもので表されているもの（貨幣性資産及び貨幣性負債）である。なぜならば，第
3者の有する請求権の金額は貨幣量において同じであるからである。現在購買力会計は，再評価さ
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れた期首貸借対照表が現在購買力表示の期末貸借対照表と比較されるとき，インフレ期には実質的
に貨幣性資産を保有することによる損失が生じ，貨幣性負債を保有することによる利得が生じてい
るという，有用な追加情報を提供してくれる。
　一方，現在購買力会計は特に固定資産のような非貨幣性資産の個別価格の変動を反映していない
という重大な欠点を抱えている。そのような資産が一般物価水準に比例するという明らかな前提は
妥当ではなく，それゆえ誤解を招きかねないとしている。（par．50）
　しかし，この概念は時価主義会計（現在原価会計）と結合することによって，期首純資産と比べ
て期末の純資産が一般購買力指数に対応して当期中にどれだけ増えたかを示すことができる。この
相対的な変動は，総認識損益をいわゆる実質単位（real　term）で測定したものである。この結合
会計は名目貨幣価額で測定した当期の総認識損益について，一般購買力の変動の部分とその他の部
分の両方を表すことができるという利点がある。（par．51）
c）物的資本維持
　物的資本維持概念は取替原価会計ないし現在原価会計における操業利益の計算の基礎をなしてい
る。その概念は本質的に現在購買力ないし実質単位によって用いられた一般物価水準変動ではなく
て，報告実体が保有している資産の個別価格変動に基づいている。（par．52）
　物的資本維持は，期首純資産が期首の時価で測定され，当期中の個別価格変動を反映するよう修
正される。総認識損益は期末の時価で再評価された期首純資産を期末純資産から控除することによ
って算定される。また，現在原価による操業利益は，収益を得るのに費消した資産を，その費消時
点の現在原価ないし時価に再評価した価額を収益から差し引くことによって算定される（par．53）。
これは企業の現在操業利益を示しており，財務諸表の利用者に現在の企業経営から企業が利益を生
み出す能力の見方を提供してくれる。（par．57）
　最後に，上記3つの資本維持概念について，より明らかにするために単純な例を示して本章を終
えるが，どの資本維持概念を採るべきかについてはっきりと明示されていない（32）。
　資本金100ポンドで設立されたある株式会社が仕入れたばかりの商品を保有して期首を迎えてい
る。当期中のインフレは5％である。当社は期末に200ポンドでその手許商品を販売した。その時，
商品の取替原価は150ポンドに上昇していたと仮定する。（Appendix）
〈損益計算書〉
①名目貨幣資本維持の場合（期首資本100ポンドは無修正）
　　　売上高　　　　　　　　　　　　　200
（一）売上原価　　　　　　　　　　　　　19Q
　　　名目貨幣的利益　　　　　　　　　　ユΩΩ
②現在購買力（安定貨幣）資本維持の場合（期首資本は100×105％に修正される）
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　　売上高
（一）売上原価
　　現在購買力利益
　　　　または
　　名目貨幣的利益
（一）資本維持測定額
　　現在購買力利益
200
血
些
100
」
堕
③物的資本維持の場合（期首資本は100＋個別価格上昇分50の150に修正される）
　　　売上高　　　　　　　　　　　　　200
（一）売上原価　　　　　　　　　　　　　遇
　　　現在原価利益　　　　　　　　　　　＿旦Ω
④実質単位資本維持の場合
　く損益計算書〉
　　　売上高
（一）売上原価
　　　現在原価利益
200
遇
so
〈総認識損益計算書〉
　　現在原価利益
（＋）商品の保有利得
　　名目貨幣的利益
　　資本維持測定額
　　現在購買力利益
50
』
100
」
坐
V．おわりに
　SoP　5章では，あらゆるニーズに応えるには単一の評価方法ではできないこと，あるいはあらゆ
る環境における財務報告をするのに単一の評価方法では十分に信頼できないだろうと結論づけられ
ている。したがって，そうした環境に適合する評価方法を選択する会計システムを適用するのは望
ましいのである。それは「企業にとっての価値概念」である。その理由は第2次認識（再測定）の
段階で資産を評価する方法のうち，もっとも複雑だからであった。同じことが負債の評価にも当て
はまる。このような一般原則レベルでの結論は，利用者のニーズの発展に応える折衷的評価方法の
進化的発展とも一致しているとしている。（par．61）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－43一
　また，3つの資本維持の測定が適切な評価システムと結び付けられているならば，その測定はす
べて潜在的に利用者の目的に対する適合性を有することになる。さらに，資本維持の測定が関連し
ている評価の測定よりもはるかに信頼できる資本維持の測定は1つもない。名目貨幣資本維持は時
価ないし歴史的原価の評価システムと関連して使うことができるし，現在購買力（安定貨幣）資本
維持の方法は時価ないし修正原価と関連することによってのみ有用であるし，また個別価格指数を
用いる方法は，時価評価システムが3つの異なる資本維持の測定基準に照らして利得を測定できる
ように，単一の財務諸表の中で多くの資本維持概念と結合することができる。その中でも「実質単
位」会計はそれがどのように達成しうるかを示している。この会計システムは，操業利益と名目的
及び実質的保有利得の構成要素に企業の純資産を分類することによって，一会計期間における企業
実体の純資産の変動を包括的に分析してくれる。これにより，財務諸表の利用者は利用者自身が必
要としている特定の情報に焦点を当てることができる。（par．62）
　以上，イギリスではアメリカに遅れること約20－30年，1975年に始まった概念的枠組に関する取
り組みがようやく昨今になって実を結びはじめ，一連のSoPがASBより公表された。その中でも
SoPの5章（財務諸表における測定）を取り上げたのは，　FASBの概念報告書やLASの財務諸表の
作成表示に関する枠組には見られない検討がなされていたからである。FASBやIASは，財務諸表
の作成に用いられる測定基礎を列挙しているにとどまり，首尾一貫性に欠ける評価体系を放置した
ままであるのに対して，ASBは真正面から測定基礎を検討し，その中から企業にとっての価値が
望ましいとの結論を出している。イギリスは概念的枠組に関しては後発組ながら，この点について
は評価に値するものと思われる。
　しかし，首尾一貫した評価体系を達成するためになぜ企業にとっての価値が演繹的に導き出され
てくるのかがいまひとつ明らかにされていないようにも思われる。また，現行の取得原価主義会計
の理論的精緻化を図るか完全な時価主義へ移行するかについての結論はもう少し議論を重ねなけれ
ばならないだろう。一方，概念的枠組が果たして，本当に個別的な会計上の諸問題にどれほど役に
立つのか，むしろ問題を引き起こしているのではないかという問題点も挙げられるだろう。そして，
利益の認識についてまだまだ議論の余地が多く残されている。以上の各問題については今後の稿に
委ねたい。
　最後に，このSoPについてはまだ草案の段階であり，今後，修正されたものがまた公表される
のでそれを待つことにしたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注
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第皿章において，SoP　5章から引用した部分は（par．1）のように表示するものとする。
修正原価（現在購買力単位）への修正は再評価ではなくて，換算にすぎないとしている。
山田辰巳・豊田俊一稿「諸外国における時価基準の動向」，r企業会計における資産評価基準」（斎藤静樹編著）
第3部第2章，第一法規，1994年，420頁。
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働　ここで，本稿の表の作成に用いた文献及びイギリスの概念的枠組に関する文献を以下に列挙しておく。
・田中　弘著「イギリスの会計制度」中央経済社，1993年。
・田中　弘著「イギリスの会計基準」中央経済社，1991年。
・田中　弘・原　光世訳「イギリス会計基準書」中央経済社，1990年。
・田中弘・原光世訳rイギリス財務報告基準」中央経済社，1994年。
・山浦久司著f英国株式会社会計制度論」白桃書房，1993年。
・蔦村剛雄著r比較会社法会計論」白桃書房，1993年，序章。
・平松一夫・広瀬義州訳「FASB財務会計の諸概念〈改訳版〉」中央経済社，1994年。
・日本公認会計士協会訳「財務諸表の作成表示に関する枠組i国際会計基準委員会，1989年。
・菊谷正人著「英国会計基準の研究」同文舘，1988年，補章1。
・江村　稔監閲・早川栄子稿「イギリス会計基準委員会rコーポレート・レポート」」「企業会計』1976年8月号。
・岩崎　勇稿「イギリスにおける概念的枠組の研究についての一考察」「産業経理」第52巻第3号，1992年。
・岩崎　勇稿「イギリスにおける会計の概念的枠組の研究についての一考察」「富士論叢」第37巻第2号，1992年。
・小早川久佳稿「イギリスにおける時価評価会計の議論」r企業会計」1994年2月号。
・松井泰則稿「英国における『財務情報の質的特性」（上）」r高千穂論叢」第28巻第1号，1993年。
・前田貞芳稿「英国における新しい会社会計報告枠組の探求」「武蔵大論集」第38巻第5／6号，1991年。
・前田貞芳稿「英国における会計報告枠組の展開」「武蔵大論集」第37巻第2－5号，1990年。
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